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2026 年 6 月 11 日 

お客さま各位 

明治安田アセットマネジメント株式会社 

 

『R&I ファンド大賞 2026』（確定給付年金）受賞のお知らせ 

 

このたび弊社の下記運用商品が、株式会社格付投資情報センター（R&I）が選定する『R&I ファンド大賞

2026』（確定給付年金）を受賞いたしましたので、お知らせいたします。 

弊社では今回の受賞を励みに、運用力、営業サービス力、商品開発力を一層強化し、お客さまに信頼と満

足をいただける高品質の資産運用サービス・商品の提供を目指してまいります。 

 

記 

 

表 彰 部 門 ： 確定給付年金 

国内株式 ESG 部門 ／ 国内債券（ノンベンチマーク系）部門 

受 賞 フ ァ ン ド 名 ： ESG 高配当型日本株式運用 ／ 日本債券クレジット型絶対収益追求運用 

 

 

○ R&I ファンド大賞について（選考方法） 

「確定給付年金部門」では、2026年3月末における3年間の定量評価（主にインフォメーション・レシオ）によるランキ

ングで表彰している。ただし、「確定給付年金部門：国内債券（ノンベンチマーク系）、外国債券アンコンストレイン

ド、オルタナティブ」では2026年3月末時点における3年間の騰落率がプラスかつ同一戦略の中で上位50％に入ってい

るファンドを対象に、2026年3月末における3年間の定量評価（シャープ・レシオ）によるランキングに基づいて表彰して

いる。表彰対象は『R&Iユニバースデータサービス』に登録されている運用商品としており、基本的にR&Iによる分類をベ

ースとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

  

「Ｒ＆Ｉファンド大賞」は、Ｒ&Ｉが信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報（ただし、その正確性及び

完全性につきＲ＆Ｉが保証するものではありません）の提供を目的としており、特定商品の購入、売却、保有を推

奨、又は将来のパフォーマンスを保証するものではありません。当大賞は、信用格付業ではなく、金融商品取引業等

に関する内閣府令第２９９条第１項第２８号に規定されるその他業務（信用格付業以外の業務であり、かつ、

関連業務以外の業務）です。当該業務に関しては、信用格付行為に不当な影響を及ぼさないための措置が法令

上要請されています。当大賞に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利はＲ＆Ｉに帰属しており、無断複

製・転載等を禁じます。 
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○ 受賞ファンドについて 

『ESG 高配当型日本株式運用』 

＜ファンドの概要＞ 

・ 長期的に市場平均を上回る配当収益の獲得を目指し、持続的に企業価値が向上すると予想する銘柄

に投資します。銘柄の選定にあたっては、予想配当利回りと、ESG インテグレーション分析を重視し、投資

後は ESG 課題を含めたエンゲージメント（企業との対話と議決権行使）を実施、持続的な企業価値向

上を実現するよう努めます。 

・ 当運用商品は、投資一任契約においてご提供する運用商品となります。 

＜お客さまにご負担いただく費用＞ 

・ お客さまにご負担いただく費用の総額は以下の各費用の合計額となりますが、その合計額はお申込金額

や保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 

① 投資一任運用報酬 

ご契約の資産額に年率 0.715%（消費税および地方消費税を含む）を上限とした料率を乗じて得た

金額とします。 

② 信託報酬 

お客さまが信託銀行等と締結する（年金）特定金銭信託契約または（年金）特定信託契約等に

係る信託報酬等が、別途発生します。 

③ その他費用 

組入れる有価証券等の売買委託手数料、デリバティブ取引に要する費用およびこれらにかかる消費税

等相当額等を受託した資産を通じてお客さまにご負担いただきます（運用状況等により変動するもの

であり、事前に料率、上限額等をお示しすることができません）。 

また、当社が設定する私募投資信託を投資一任契約の受託資産に組入れる場合には、当該投資信

託の信託報酬および監査費用が別途発生します。当該信託報酬に関しては、当社が受取る委託者

報酬はございませんが、受託会社並びに販売会社が受取る信託報酬が純資産総額に対して年率

0.0440％（税込）、当該監査費用に関しては、純資産総額に対して年率 0.0055％（税込）発生

し、当該投資信託財産を通じてお客さまにご負担いただきます。 

＜主なリスク＞ 

・ 当運用商品は、主に国内の株式を投資対象としています。一般的に株式の価格は、国内および国際的

な経済・金融・政治情勢等の影響を受け変動します。また、発行者の経営・財務状況の変化、信用状

況の変化ならびにそれらに関する外部評価の変化等でも値動きするため、運用資産額が減少し、損失を

被ることがあります。 

・ したがって、投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により投資元本

を割り込み、 損失を被ることがあります。 

・ 当運用商品が有する主なリスクには、株価変動リスク、流動性リスク等があります。 

 

『日本債券クレジット型絶対収益追求運用』 

＜ファンドの概要＞ 

・ クレジットと金利の戦略に分散することにより安定した収益の獲得を目指します。クレジット戦略では、公的

セクターに比べて利回りの高い銘柄に投資します（主に金融債、事業債、円建外債、MBS、ABS、ユーロ

円債等）。金利戦略では、キャリー収益獲得に加え、売買益獲得のため、国債、および金利派生商品に

投資します。 

・ 当運用商品は、投資一任契約においてご提供する運用商品となります。 
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＜お客さまにご負担いただく費用＞ 

・ お客さまにご負担いただく費用の総額は以下の各費用の合計額となりますが、その合計額はお申込金額

や保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 

④ 投資一任運用報酬 

基本報酬： 

ご契約の資産額に年率 0.275%（消費税および地方消費税を含む）を乗じて得た金額とします。 

成功報酬： 

年金口座の時価評価額がその時点におけるハイ・ウォーター・マークを超えた場合には、以下の算式に基

づいて算出された金額。 

〔運用益－契約資産額×（2％+TON 複利（後決め））×計算期間÷365 日〕×22.0％ 

（消費税および地方消費税を含む） 

※「ハイ・ウォーター・マーク」は、受託金額の合計もしくは過去の成功報酬計算日における時価評価額 

（消費税および地方消費税を含む報酬控除後）の最高値 

※「運用益」とは、成功報酬計算日における年金口座の時価評価額とその時点のハイ・ウォーター・ 

マークとの差分 

※TONA 複利（後決め）は、日本銀行が公表する無担保コール O/N 物レート（TONA）を複利 

計算したレート（金利）。成功報酬の計算に使用する TONA 複利（後決め）は計算期間 

の平均値がマイナスの場合には当該レートを 0％とみなす  

⑤ 信託報酬 

お客さまが信託銀行等と締結する（年金）特定金銭信託契約または（年金）特定信託契約等に

係る信託報酬等が、別途発生します。 

⑥ その他費用 

組入れる有価証券等の売買委託手数料、デリバティブ取引に要する費用およびこれらにかかる消費税

等相当額等を受託した資産を通じてお客さまにご負担いただきます（運用状況等により変動するもの

であり、事前に料率、上限額等をお示しすることができません）。 

また、当社が設定する私募投資信託を投資一任契約の受託資産に組入れる場合には、当該投資信

託の信託報酬および監査費用が別途発生します。当該信託報酬に関しては、当社が受取る委託者

報酬はございませんが、受託会社並びに販売会社が受取る信託報酬が純資産総額に対して年率

0.0550％（税込）、当該監査費用に関しては、純資産総額に対して年率 0.0055％（税込）発生

し、当該投資信託財産を通じてお客さまにご負担いただきます。 

＜主なリスク＞ 

・ 当運用商品は、主に国内の公社債を投資対象とし、公社債を対象原資産とした債券先物・債券店頭

オプション取引および債券先物オプション取引、ならびに TONA3 か月金利先物取引を行います。一般的

に公社債および TONA3 か月金利先物の価格は、国内および国際的な経済・金融・政治情勢等の影響

を受け変動します。発行者の経営・財務状況の変化、信用状況の変化ならびにそれらに関する外部評価

の変化等でも価格は変動します。また、公社債の価格の変動等により債券先物・債券先物オプション・債

券店頭オプションの価格は変動するため、運用資産額が減少し、損失を被ることがあります。 

・ したがって、投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により投資元本

を割り込み、 損失を被ることがあります。 

・ 当運用商品が有する主なリスクには、金利変動リスク、信用リスク、流動性リスク等があります。 

以上 
明治安田アセットマネジメント株式会社 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 405 号 

加入協会：一般社団法人資産運用業協会会員 


